「令和５年度大学生期における消費者教育推進事業」
事業者選定委員会　議事要旨
１　日程
（１）第１回事業者選定委員会　令和５年４月25日（火）

（２）第２回事業者選定委員会　令和５年６月26日（月）
２　審査方法
定められた審査基準（公募要領に記載）に基づき、３名の選定委員会委員が書類審査及びプレゼンテーション審査により100点満点で総合評価を行った。
３　審査対象者（応募者）
　　・大学生期における消費者教育推進事業共同企業体
（代表構成員：有限会社 ダブル・ワークス、構成員：産学協働人材育成機構ＡＩＣＥ）
４　議事概要
（１）第１回事業者選定委員会

　　　・公募要領内容、仕様書内容について審議し、公募要領及び仕様書のとおり決定した。
（２）第２回事業者選定委員会

①提案内容について、提案者によるプレゼンテーションを実施し、その後、選定委員から質疑応答を実施した。
②書類審査及びプレゼンテーション審査の結果を踏まえ、審査項目に基づいて各選定委員が総合評価を行い、集計したところ、下記のとおり、一定の評価点数を獲得したため、「大学生期における消費者教育推進事業共同企業体」を契約交渉の相手方に決定する。
提案者の評価点
	総合評価点

（１００点満点）
	企画提案部分
	価格提案部分
	提案金額

	７６点
	６６点
	１０点
	４，７１２，９３５円


　　　　※評価点は、三委員の得点を委員数３で除した点数
　　　　　
【主な委員の意見】
　○事業趣旨への理解があり、意欲が感じられた。
○実施体制が充実している点や学生が主体となった活動である点が評価できた。
　○大阪府消費者教育学生リーダー養成講座の受講生確保にあたって、多様な大学の参画を促すとともに、大阪府消費者教育学生リーダーに認定されることのメリットについて、学生への効果的な周知方法を検討していただきたい。
　　
５　選定委員会委員（50音順　敬称略）
	氏　　名
	選　任　理　由

	大本　久美子
（大阪教育大学　教授）
	専門は家政教育学であり、消費者市民社会の意義の理解を含め、消費者教育・啓発に関する専門的かつ高度な知識を有する。消費者市民社会の意義に関する知識と理解の観点から、大学生に対する消費者教育・啓発として適正・効果性等を審査いただくため。

	川合　和史
(大阪ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ創出協議会　事務局長)
	デジタルコンテンツに精通しており、オンライン（オンデマンド）形式による魅力ある講座の実施手法やデジタルコンテンツを活用した有効な啓発手法について審査いただくため。

	畠山　和大
（坂・畠山法律事務所　弁護士）
	法律の専門家として、手続き等の公正性・公平性を高めるため、法律の専門家の観点から提案内容を審査いただくため。


